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東北圏広域地方計画 ～広域連携プロジェクト～

新しい東北圏を創造する
東日本大震災からの復興プロジェクト1

安全・安心な東北圏を形成する
大規模地震災害対策プロジェクト２

雪国東北の暮らし向上プロジェクト５

都市と農山漁村の連携・共生などによる
持続可能な地域構造形成プロジェクト４

東北圏における人口減少対策プロジェクト３

東北圏の生活を支える
地域医療支援プロジェクト６

次世代産業の研究・産業集積拠点
形成プロジェクト

「四季の魅力溢れる東北」を体験できる
滞在交流型観光圏の創出プロジェクト９

地球温暖化等にともない高まる
自然災害リスクへの適応策プロジェクト

首都圏・北海道・北陸圏等との
連携強化プロジェクト

東北圏の発展を牽引する日本海・太平洋２面活用
によるグローバル・ゲートウェイ機能強化プロジェクト

東北圏の自然環境の
保全・継承プロジェクト13

「東北にっぽん」を創造する多様な主体が
連携・協働する地域づくり支援プロジェクト14

東北圏のポテンシャルを活かした
低炭素・循環型社会づくりプロジェクト12

15

11

10

７

東北圏の資源を活かした
農林水産業の収益力向上プロジェクト８
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戦略的目標と広域連携プロジェクトの体系図

広域連携プロジェクト７つの戦略的目標

「震災復興か
ら自立的発展
へ」

～防災先進圏
域の実現と

豊かな自然を
活かし交流・
産業拠点を目
指す「東北にっ
ぽん」～

東北圏の
新しい将来像

（復興・防災・減災）

（自然・環境）

（暮らし）

（産業）

（国際連携）

（人材・共助）

変更にあたっての
施策の基本的
方向性

○東日本大震災
からの迅速な
復興

○地域の個性の
磨き上げと連
携強化

○東北を支える
産業の強化と
人材の育成

7.次世代産業の研究・産業集積拠点形成プロジェクト

8.東北圏の資源を活かした農林水産業の収益力向上プロジェクト

14.「東北にっぽん」を創造する多様な主体が連携・協働する
地域づくり支援プロジェクト

Ⅰ東日本大震災からの被災
地の復興

Ⅲ恵み豊かな自然と共生する
環境先進圏域の実現

Ⅴ地域の資源、特性を活かし
た世界に羽ばたく産業によ
る自立的な圏域の実現

Ⅵ交流・連携機能の強化によ
る世界と対流する圏域の実
現

Ⅶ地域を支える人材の育成と
共助による住民主導の地域
運営の実現

3.東北圏における人口減少対策プロジェクト

4.都市と農山漁村の連携・共生などによる
持続可能な地域構造形成プロジェクト

5.雪国東北の暮らし向上プロジェクト

Ⅳ雪にも強くて人に優しく暮ら
しやすい魅力的な対流促
進型の地方の創生

Ⅱ災害に強い防災先進圏域
の実現

４つの計画の基本方針

11.地球温暖化等にともない高まる自然災害リスクへの適応策プロジェクト

12.東北圏のポテンシャルを活かした低炭素・循環型社会づくりプロジェクト

13.東北圏の自然環境の保全・継承プロジェクト

6.東北圏の生活を支える地域医療支援プロジェクト

9. 「四季の魅力溢れる東北」を体験できる
滞在交流型観光圏の創出プロジェクト

10.東北圏の発展を牽引する日本海・太平洋２面活用による
グローバル・ゲートウェイ機能強化プロジェクト

人と自然が共生し
地球に優しく生命
力あふれる空間の
形成

豊かな自然と地域
資源を活かし持続
的な成長を実現す
る「東北にっぽん

自立経済圏」の形
成

震災からの復興と
ともに世界に発信
する防災先進圏域
の実現

2

一人ひとりの自立
意識と交流・協働で
創る東北圏

1.新しい東北圏を創造する東日本大震災からの復興プロジェクト

2.安全・安心な東北圏を形成する大規模地震災害対策プロジェクト

15.首都圏・北海道・北陸圏等との連携強化プロジェクト



復興を支える公共施設等の整備

◆太平洋沿岸における各地域間の連絡性を高める「復興道
路」及び太平洋沿岸と内陸部を結ぶ「復興支援道路」の早
期整備を推進する。

凡例

供用中

事業中

調査中

H23補正新規箇所

H25新規箇所

4車線化計画箇所
岩手県

秋田県

山形県 宮城県

新潟県

福島県

青森県

被災地の地域経済の再生と生活の再建を果たすため、復興のまちづくりと一体となった基盤整備、復興を支える公共施設等の
整備、産業創造に向けた拠点形成や原子力災害の克服に向けた取組の推進といった、活力ある地域構造の構築に向けた復興
を進める。また、三陸沿岸の自然、震災遺構、「道の駅」等を活用し地震及び津波防災の伝承・継承、三陸沿岸の周遊観光拠点
として「(仮)三陸震災伝承街道」の形成を推進する。

復興のまちづくりと一体となった基盤整備の推進

（１）新しい東北圏を創造する東日本大震災からの復興プロジェクト（１／２）

◆産業復興に向けた工場
立地や鉄道復旧、市街
地の移転・整備等による
再構築等について、まち
づくりと一体となった整備
を推進する。

コンパクト+ネットワークによる新しい地域づくり（宮城県女川町）

出典：東北地方整備局
（H27.4）

出典：女川町

【女川町｢公共施設配置計画案」】

JR仙石線全線復旧に伴い高台
移転した野蒜駅とその周辺地区

移転後の野蒜駅
移設後の
鉄道ルート

移設前の鉄道ルート

旧野蒜駅

至石巻

至仙台 「命のみち」となる復興道路及び復興支援道路の整備推進

出典：
東北地方整備局
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研究開発の推進等による産業の創造と拠点形成

◆ 「福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想」に基づき、再生可能エネルギー、医
療、農林水産業、環境回復・創造、廃炉技術関係を中心とした研究開発及び産業創造に向けた
拠点形成を推進する。

（１）新しい東北圏を創造する東日本大震災からの復興プロジェクト（２／２）

福島・国際研究産業都
市（イノベーション・コー
スト）構想の実現に向け
事業化された取組事例

【モックアップ試験施設】

・原子炉格納容器の調
査・補修ロボットの開発・
実証試験、燃料デブリ
取り出しの実証試験な
どを実施。
・楢葉町に立地。平成28
年度に本格運用開始の
予定。

出典：｢イノベーション・コースト構想の実現に向けて
（イノベーション・コースト構想推進会議における議論の整理）」

・国際的な産学官共同研究室、大学教育拠点、技術者研修拠点、情報発信拠
点から構成される国際産学連携拠点を整備し、それぞれの拠点間の連携も
強化。最先端のイノベーションの創出を目指す。

【国際産学連携拠点】

（仮）三陸震災伝承街道の形成

◆風光明媚な景観や豊かな自然資源を活かした「三陸復興国立公園」、みちのく潮風トレイ
ル、三陸ジオパーク等と連携を図り、自然の恵みや津波の脅威の学び場、三陸沿岸の周
遊観光の拠点、国内や世界への防災情報発信拠点として（仮）三陸震災伝承街道の形成
を推進する。

三陸沿岸道路と
重点「道の駅・高田松原」を
活用した（仮称）三陸震災

伝承街道の形成

・東日本大震災による津波で被災した
タピック４５（旧道の駅）の遺構を保
存しつつ震災伝承・地域復興の核と
して発展的に再生。
・三陸沿岸地域のゲートウェイとして
震災の実情と教訓を国内・海外に向
けて発信。

出典：国土交通省
「重点道の駅」登録資料

原子力災害の克服に向けた取組の推進

◆福島県が実施している健康調査や検査体制の充実や、風評
被害の払拭対策として正しい知識の啓発の取組を推進する。

「県民健康管理ファイル」
についての資料

モニタリング情報や福島の食について
紹介する「ふくしま新発売。」HP

出典：福島県HP 出典：「ふくしま新発売。」HP
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地震・津波防災対策の強化・避難体制の整備

（２）安全・安心な東北圏を形成する大規模地震災害対策プロジェクト（１／２）

地震・津波災害に対して安全・安心な圏域の形成を図るため、地震・津波防災対策の強化及び避難体制の整備、災害時の通信環境
確保、地震等の経験を踏まえた中山間地域・沿岸地域等の孤立集落への対応等、国内外に誇れる防災先進圏域の実現に向けて、
東北圏が一体となった広域連携による震災対策を推進する。

津波浸水区間を示す標識等

災害に強い通信環境確保の推進

道の駅における
防災機能強化の取組

◆太平洋側、日本海側の２軸を活かした広域的な連絡体
制の構築、災害に強い防災拠点の形成、非常時にも対
応可能な港湾機能確保に取り組むとともに、道の駅や
サービスエリア、パーキングエリアにおける防災機能の
強化を図る。

出典：東北地方整備局

【道の駅三本木】

◆通信インフラが被災した場合でも自律的
に回復するネットワークの構築（つなが
る・壊れないネットワーク）に向けた関連
する技術開発を推進するための研究開
発拠点の整備やコミュニティＦＭとの連携
強化、携帯電話への緊急速報メール配
信等、広報媒体の充実を図る。

震災対策の強化と日本海側と
太平洋側等の広域連携強化
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情報通信ネットワークの
耐災害性強化のための研究開発

出典：総務省「大規模災害等緊急事態における
通信確保の在り方について」

「遠野風の丘」は、震災時に沿岸
部津波被災地への中間基地とし
て活躍し、その取り組みを受けて、
全国モデル「道の駅」に指定され
ている。

出典：新潟県

緊急物資輸送ルート

◆「津波防災地域づくりを総合的に
推進するための計画」を活用し、
高盛土構造物の整備、津波災害
危険区域等の指定による安全な
土地利用への誘導を図るととも
に、沿岸部ビルの避難施設として
の利用、国営公園を始め防災公
園の整備等、地域住民、臨港部
労働者、観光客等の津波避難場
所確保を促進する。

日本海国土軸

新潟・山形
横断軸

新潟・福島
横断軸

新潟・福島
横断軸

新潟・群馬
横断軸

新潟・長野
横断軸

新潟県における日本海国土軸の強化

出典：NTTドコモHP

粘り強い海岸堤防の整備
（仙台湾南部海岸）

津波避難タワー及び
津波避難階段の整備事例

「緊急速報
メール」（災
害・避難情報）
の導入

（岩手県滝沢
市・山田町）



円滑に被災状況調査が実施できるよう、地元市町
村との連携及びバックアップ体制の整備を図る

災害の記録と伝承や
防災訓練・教育の充実強化

◆震災の実情と教訓を踏まえた防災
文化の保存や、震災対応のノウハウ
の整理・共有と次世代への伝承、世
界への情報発信に取り組む。

（２）安全・安心な東北圏を形成する大規模地震災害対策プロジェクト（２／２）

災害に強いサプライチェーンの構築と危機管理体制の強化

◆ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、警察災害派遣隊等の充実・強化及び
防災関係機関との連携による効果的な運用を行うとともに、訓練等を実施する。

◆関係企業等と連携した災害発生以降の物流機能の確保に向けたＢＣＰ（事業継続計画）の策定とＰＤＣＡによる
スパイラルアップを推進する。

【港湾BCPに基づく施設点検実地訓練（八戸港）】

港湾ＢＣＰの運用・ＰＤＣＡの実践

出典：東北地方整備局

（役割）

・広域調整課題の検討
・各港協議会検討事項提示
・各港協議会の取組み発表
・広域港湾ＢＣＰの見直し

等

ＰＤＣＡサイクル

・訓練・演習の実施等
実効性の向上

（役割）

・各港ＢＣＰの実効性の検証
・改善点・課題等の抽出
・広域協議会提案事項への
対応
・各港ＢＣＰの見直し

等

広域協議会
・広域調整課題への対応
・取組み事例 等

・取組結果発表
・広域調整課題 等

各港協議会

中山間地域・沿岸地域等の孤立集落への対応

防災公共推進計画の推進（青森県の事例）

◆災害時に孤立するおそれが高い集落での孤立
時の避難体制の整備や避難所と食料等の備蓄
の確保等、平時から住民が話し合いをしながら
地域継続計画を策定するための取組を支援す
る。

災害時に、人命を守ることを最優先に「孤立集落をつく
らない」という視点と「逃げる」という発想を重視した防
災対策と危機管理体制の強化などのハード・ソフト一
体となった取組

【防災公共】

社会資本の長寿命化対策の推進

◆インフラの維持管理計画や長寿命化計画を
策定・推進するとともに、正しい知識や適切
な技術判断力の育成のため技術講習会の
開催等の取組を推進する。

市町村職員
参加による
現地研修会
での橋梁点
検状況

出典：山形県出典：青森県

車椅子の方も
訓練に参加

防災避難訓練の実施
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（３）東北圏における人口減少対策プロジェクト（１／２）

人口減少下における東北圏において、中長期的に人口減少を安定させ、持続可能な地方創生を成し遂げるため、多世代循環型
地域の構築、医療・介護・福祉等の高齢社会へ向けた取組、子育て支援等の女性が活躍できる環境づくり、若者定着に向けた取
組等により、地元への定住、若者の流出防止、東北圏へ人の流れを呼び込む社会環境を創出する。

多世代循環型地域の構築

◆多様なニーズに対応する保育サービスの充実や、学校教育と連
携した子育て支援の取組、シニアが有する知識・経験・技術を活
用した学校支援等の取組を推進する。

高齢社会に向けた取組

◆健康寿命の延伸に向けた高齢者の健康づくりと介護予防の推
進や、地域包括ケアシステムの構築の取組を推進する。

楽しく生きるアクティブシニア～アクティブシニアによる
地域の未来応援事業の取組（青森県）

次世代型地域包括ケアの取組事例
（宮城県石巻市）

出典：青森県
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（３）東北圏における人口減少対策プロジェクト（２／２）

女性が活躍できる環境づくりの推進

◆女性の再就職支援や男性の育児休業取得促進に向けた取組等、多
様な主体による女性活躍のための支援を行う。多様な主体によるネッ
トワーク構築と、女性登用状況等の見える化といった様々な取組を推
進する。

人口減少・若者定着に向けた取組

◆若者の流出防止、地元定着を図る取組を進めるほか、若者が
活躍できる拠点づくりと集落の再生・活性化や、移住希望者の
受入促進や起業・創業の支援等に取り組む。

女性による起業と女性の就業の場の確保に関する取組み事例

出典：復興庁「女性による起業と女性の就業の場の確保に関するケーススタディ」

若者の定住促進による地方創生「ながおか・若者・しごと機構の設立」
（新潟県長岡市）

出典：長岡市

長岡発の地方創生

若者が主役になるまちへ
若者の思いと提案を実現

ながおか・若者・しごと機構を設立へ
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【大槌復興刺し子プロジェクト】
●取組の様子

【石巻復興支援ネットワーク やっぺす（宮城県石巻市）】

●活動内容

輝く女性を応援する新しいスクール

Eyes for Future by ランコム
ママたちが集い、夢を応援するカフェ

ママカフェ（Café butterfly）
仮設住宅を中心とした地域全体の

コミュニティづくり

出典：石巻復興支援ネットワーク やっぺすHP



東北圏の地方都市においては、人口減少社会の中にあっても持続可能な圏域とするため、コンパクトなまちづくりを進めるととも
に、都市周辺に広がる農山漁村地域との有機的な共生と近隣市町村との連携を強化する「東北発コンパクトシティ」の形成に取
り組み、東北圏の特性を踏まえた対流型の地域構造形成を推進する。

【基本方針】

都市の周辺に広がる農山漁村地域との有機的な共生を図り、近隣市町村と都市機能を補完しあう東北発コンパクトシティ

都市と農山漁村の連携と共生した関係の再構築

◆地域資源（景観、食材、伝統文化等）を活用した滞在型ツーリズム等の展開を図り、農山漁

村の活力維持、雇用・所得の確保、二地域生活・就労の促進や協働人口の拡大等に結び

つけていく。

9

グリーンツーリズムの取組事例

出典：地産地消の取組事例（青森県平川市）

【東北発コンパクトシティイメージ図】

【修学旅行、農作業・農村
生活体験ファームステイ】

【農家蔵・農家庭園めぐり
＆収穫体験】

【６次産業化の取組との連携】

（４）都市と農山漁村の連携・共生などによる持続可能な地域構造形成プロジェクト（１／２）

多極集中連携都市「あじさい都市」イメージ（岩手県北上市）

◆街なかへ賑わいを取り戻すための新たな都市
機能の導入や、空き店舗等既存ストックの有
効活用を促進する。

出典：第8回東北発コンパクトシティ推進研究会/北上市資料

【農家の蔵を活用した
イベント等の開催】

基本方針１ 個々の市町村におけるコンパクトなまちづくり

基本方針３
近隣市町村間の連携

基本方針２
都市と周辺部の農山漁村
地域の連携・共生

都市機能の集約・高度化などによる
「コンパクト＋ネットワーク」の都市づくり



（４）都市と農山漁村の連携・共生などによる持続可能な地域構造形成プロジェクト（２／２）

◆幹線道路等の必要な整備や既存施設等の長寿命化対策、情報通
信ネットワークの整備推進、地域のコミュニティへの交通拠点形成
による公共交通の利便性の向上を図る。

地域公共交通協議会によるデマンド交通等の導入事例（新潟県三条市）

「道の駅」上品の郷は、
公共交通・コミュニティ
交通の拠点となってお
り、高齢者等が「道の
駅」で休憩しながら、乗
り継ぎを可能としている

「道の駅」上品の郷
におけるコミュニティ
交通拠点の形成
（宮城県石巻市）

【「道の駅」を中心としたバス路線（イメージ）】

出典：東北地方整備局

十文字

山内

増田

平鹿

雄物川

大森
大雄

横手
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107 107
都市機能集積拠点

生活支援拠点

生活支援拠点間相互を
連絡する公共交通の軸

都市機能集積拠点と生活支援
拠点を連絡する公共交通の軸

広域的な公共交通の軸

拠点の形成と地域間の
連携イメージ

（秋田県横手市の取組事例）

◆市町村間における介護・医療施設等福祉・医療サービス等の提供
に係わる連携や広域的な観光案内等、複数の市町村が連携した
地域づくりを推進する。

都市の連携による地域づくりの推進

農産物
加工販売施設

診療所道の駅

高
齢
者
福
祉
施
設

バス停

至 湯沢市至 上野宅

至 由利本荘市街

２路線９往復
（土日を含め毎日運行）

コミュニティバス路線

笹
子
学
習
セ
ン
タ
ー

JA秋田しんせい
笹子支店
（SS、ATM）

笹子公民館
市役所笹子出張所

地域間を結ぶインフラ整備と公共交通の確保

｢道の駅｣を活用した
｢小さな拠点｣の形成
とネットワークの整備
（秋田県由利本荘市）

「道の駅」清水の里・鳥海郷
周辺に診療所や高齢者福祉
施設、コミュニティバス停を集
約。
集落と中心市街地をネット
ワークでつなぐことで、乗り換
え利用者の交流が生まれた
ほか、高齢者の移動支援や
高校生の通学利便性向上な
どの効果を確認。

出典：秋田県資料
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[パソコン、携帯電話、情報配信ディスプレイへの情報配信]
・街中の主要箇所にあるカメラ及び気象センサーを通じて収集した積雪量、気温、雨量、現在の道路
状況画像
・その日の除雪車の出動状況
・雪が原因で起こるバスの遅延情報
[市民からの情報提供]
・携帯電話メールで除雪状態・危険箇所の情報を提供
[その他副次的利用]
・上記カメラ及び情報提供の仕組みを利用し、渋滞情報や観光情報の配信に活用する。また、バス停
の周辺情報を配信し、観光や買い物の利便性を高める。

安全・安心で快適な暮らしの確保

◆建設業団体やＮＰＯと連携した除排雪体制整備や、担い手が不足する地域への除雪ボランティアの確保や活動支援を進めるとともに、ICTを
活用した適時・適切な道路除排雪や雪みち情報の発信、効率的な道路除雪、防雪施設・消融雪施設の整備等を通じて、雪国の安全・安心で
快適な暮らしの確保に取り組む。

圏土の約８割が豪雪地帯である東北圏において、住民の安全・安心で快適な生活を確保し、雪と共生した雪国ならではの魅力あ
る地域社会の形成のため、地域間の交流・連携による雪対策を推進するとともに、雪を貴重な地域資源ととらえた利雪の促進と
冬期観光の魅力発信に取り組む。

冬期交通ネットワークの確保

出典：弘前市

除雪ボランティアの取組事例

出典：新潟県

●活動の様子 【弘前市地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業の取組概念図】
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【除雪ボランティアスコップ（新潟県）】

【地元高校生等による除雪ボランティアの様子
（山形県山形市）】

【地域貢献活動ウィンター
キャンプの様子（秋田県美郷町）】

出典：美郷町広報誌出典：山形市

（５）雪国東北の暮らし向上プロジェクト（１／２）

市町村

ボランティア
メンバー

県

除雪活動
依頼 参加登録

申出

派遣依頼

除雪活動

参加

除雪活動
詳細連絡メンバー

登録 積雪情報
の収集

等

除雪活動
案内

●取組概念図



雪を貴重な地域資源ととらえた取組

◆雪冷熱エネルギーの導入や複合文化施設への雪冷房等の導入や、雪室
貯蔵の米、野菜、日本酒等の商品開発・販売支援の取組を推進するととも
に、冬の日常を体験できる観光プログラムの開発やみちのく五大雪祭り等
冬の楽しみを体験してもらうことで、冬期観光の活性化を図る。

（５）雪国東北の暮らし向上プロジェクト（２／２）

【山形県川西町の雪冷房システムの概念図】

雪氷熱エネルギーの導入事例

冬の魅力発信による冬期観光の活性化

12

【みちのく五大雪まつり】

出典：津軽鉄道株式会社

【ストーブ列車】 【蔵王の樹氷】

エコスノードーム

エコスノードームへの
給雪作業

熱交換

フレンドリー
プラザ内の循環

エコスノードーム
雪解け水の循環

雪エネルギー学習用

表示設備
冷 風

川西町フレンドリープラザ（図書館、劇場等）

機械室

貯雪計画量 963t

年間334時間の
冷房能力を確保

ＣＯ２排出削減量（年間）

１４ｔ

原油換算・省エネ量（年間）

９，３７１ℓ

川西町フレンドリープラザ
雪冷房システムの効果

ウィンタースポーツの振興によるまちづくり

◆ウィンタースポーツのリー
ディング圏域として、国際
大会や合宿等の誘致を推
進し、国内外の交流人口
の拡大を図る。

出典：みちのく五大雪まつり推進協議会HP

出典：山形県観光情報ポータル
やまがたへの旅

北東北の冬を代表する五つのまつり
を「みちのく五大雪祭り」として各観光
連盟が連携して情報発信

出典：川西町

出典：資源エネルギー庁
「再生可能エネルギー導入事例100」

国際大会等の開催

出典：仙北市HP

【ワールドカップ秋田たざわ湖大会】



◆ドクターヘリの導入等、搬送体制の確保や、ドクターヘ
リの県域を越えた連携体制の構築による救急医療体制
の充実を図る。

医師確保対策の推進

◆医師不足が深刻な地域への医師の派遣等、必要な医師の確保に向けた様々
な取組を推進するとともに、医師と患者の相互理解を深め、医師の負担軽減に
向けた取組を促進する。

（６）東北圏の生活を支える地域医療支援プロジェクト（１／２）

医療機関の偏在や医師不足に加え、都市間距離が長く、中山間地域に居住地が点在するなど、医療を受ける条件が厳しい地域
での医療体制を整備し、持続可能な地域社会を実現するため、医師の確保に向けた支援を推進する。さらに、ドクターヘリの活
用や県域を越えた救急搬送体制、遠隔医療体制のほか、大規模災害時においても地域全体で安心できる医療体制の構築を図
る。

西北五地域における自治体病院の機能再編成

④つがる成人病センター

③鰺ヶ沢病院

⑤鶴田病院

①西北中央病院（廃止）

②かなぎ病院

つがる総合病院（新築：４３４床）

サテライト診療所（無床） サテライト病院（１００床）

サテライト病院（１００床）

サテライト診療所（無床）

つがる総合病院（中核病院）
高度・専門医療

平成２６年４月１日 開院

ネットワーク

人事
交流

かなぎ病院
（サテライト）つがる市民診療所（サテライト）

鰺ヶ沢病院（サテライト）

鶴田診療所（サテライト）

役割
分担

＜期待される効果＞

・中核病院と周囲の病

院・診療所をネットワ

ーク化し、病院機能の

再編成・役割分担と医

師の交流を推進。

・中核病院とサテライト

病院等の医師の交流

により幅広い経験（救

急、高度専門医療か

ら一般的な医療まで）

ができ、医師としての

キャリアデザインが可

能。

出典：青森県

出典：福島県

ドクターヘリ

傷病者の受入可否情報や格子状骨格道路ﾈｯﾄﾜｰｸ
等を活用した救急搬送体制の構築

救急車退出路

出典：東北地方整備局ＨＰ

ドクターヘリを活用した高度な救急医療の確保

・青森県の五所川原市を中心とする西北五地域は、県内でも医師不足が深刻であり、また、がんや糖
尿病などの死亡率も高い。
・これらの課題を解消するため、この地域では、自治体病院の機能再編成が進められ、平成２６年４月
には新たな中核病院として「つがる総合病院」が開院。

◆隣接する県間や医療機関が
連携し、救急医療システム等
を活用した傷病者の受入可
否情報の共有化や搬送ルー
ルの確立に向けた検討を図
るとともに、格子状骨格道路
ネットワークやインターチェン
ジ・救急車退出路・アクセス道
路の整備を推進する。
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（６）東北圏の生活を支える地域医療支援プロジェクト（２／２）

画像診断による遠隔医療体制の構築

◆画像診断の活用や
技術開発に向けた
検討を進め、遠隔
医療体制の構築を
推進する。

がん医療の均てん化の推進

◆がん治療の技術や情報の格差是
正のため、東北６県の大学病院や
がん診療連携病院等の連携により、
がんの治療法や情報の共有によ
るがん医療水準の向上に向けた
検討を進めるとともに、がん専門
医師等がん医療を担う医療人の養
成を推進する。

災害時における医療体制の確保

◆災害拠点病院等における非常用電源や通
信連絡設備の確保及び医療関係事業者
等の連携強化による要配慮者の適切な搬
送体制の確立を進めるとともに、ＤＭＡＴの
充実・強化及びＤＰＡＴ（災害派遣精神医療
チーム）の整備に取り組む。

東日本大震災時における
医師の派遣による医療面の連携事例

災害時に備えた医療施設間の連携協定や平時における実践的な防災連携
訓練等が必要

出典：相馬市
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出典：総務省「地域情報化の推進・事例紹介」

遠隔医療支援機能付きPACSを
採用した病院間遠隔医療
ネットワークの事例

新庄病院に地域連携サーバーを
設置し、町立病院からの画像を直
接閲覧することが可能となる。
遠隔地医療支援機能(双方向画
像表示機能)を研修医後方支援に
活用し大学病院から研修生を受入
れ、医師不足解消に努める。



医療産業集積拠点形成

（７）次世代産業の研究・産業集積拠点形成プロジェクト（１／２）

自動車関連産業や医療機器関連産業を始めとする次世代技術の研究開発拠点の集積を促進し、産学官連携による産業クラス
ター形成の取組を促進する。また、高度技術やものづくり人材の育成を図るとともに、戦略的な企業立地の更なる促進と域内調
達率の向上に加え、風力・地熱等の豊かな天然資源を活かした再生可能エネルギー研究や３方を海で囲まれ広大な海域を有す
る東北圏の強みを活かした海洋資源の開発等、世界最先端の研究開発拠点を目指す取組等を促進する。

次世代自動車技術等の研究開発と人材育成の促進

◆次世代自動車技術のニーズを先取りした研究開発の促進や、大学での高性能
蓄電システム、自動車の軽量化のための代替素材等の研究開発体制の構築等
に取り組むほか、高度なものづくり・研究開発を担う「カーエレクトロニクス技術
者」等、産業界と教育界の連携による「生産現場における技能系・技術系の中
核技術者」といった、ものづくり人材の育成に取り組む。

弘前大学医学部

理工学研究科附属医用
システム創造フロンティア

福島県立医科大学
ふくしま医療機器開発支援センター

新潟大学医学部

山形大学医学部

山形大学重粒子線
がん治療施設（予定）

秋田大学医学部

いわて医療機器
事業化研究会

みやぎ高度電子機械産業
振興協議会（医療・健康機
器市場・技術研究会）

秋田メディカル
インダストリ・ネットワーク

やまがた置賜メディカ
ルテクノ・ネット／鶴岡
メディカルビジネス
ネット／村山インダス
トリー倶楽部医療機

器部会

新潟県医療機器
インダストリアルボード

あおもり医療福祉機器
要素技術研究会

岩手医科大学

東北大学医学部、
医工学研究科
東北大学病院
臨床研究推進センター

福島県医療福祉機器研究会／
医療・福祉機器等

関連新事業創出研究会／
福島市医産連携研究会

「東北地域医療機器産業支援ボード」
（東北各県・産業支援機関で構成）
オブザーバー：東北経済産業局

「医療機器開発支援ネットワーク」
（事務局・経産省・厚労省・文科省）

と連携

◆「うつくしま次世代医療産業集積プロジェクト」に代表される医工連携
の取組を促進し、異業種からの参入支援等の取組を促進する。

次世代自動車技術の研究開発の事例

医療機器産業の集積
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出典：地域イノベーション戦略支援プログラム（東日本大震災復興支援型）次世代自動車宮城県エリア
研究・技術紹介（平成26年12月）

出典：うつくしま次世代医療産業集積プロジェクトＨＰ

腹腔鏡下アシスト機器 総合制御システム

先端部多自由度治療機構

【多関節軟性手術支援ﾛﾎﾞﾃｨｯｸｼｽﾃﾑの
開発・実証事業】

入力インターフェース

自動車関連企業立地の促進、
域内調達率の向上

◆「とうほく自動車産業集積連携会議」等による技術展示・商談会でのＰＲ活動、自動
車メーカーと地域企業との交流機会の創出、トップセールス等の取組を促進する。

◆産業技術総合研究所「福島再生可能エネルギー研究所」において太陽光・風力・地
熱・地中熱発電及びエネルギー貯蔵技術の研究を促進する。

◆日本近海に存在するレアアースといった海底鉱物資源や、秋田・山形・新潟県沖で
確認されているメタンハイドレート等の海洋エネルギー資源の開発を促進するため、
各県が連携して情報収集や調査研究の取組を促進する。

海洋・海底資源の
研究開発の促進

エネルギー関連技術等の
研究開発と安定供給の促進



（７）次世代産業の研究・産業集積拠点形成プロジェクト（２／２）

産学官の協働による先端研究・開発拠点｢フューチャー・インダストリー・クラスター」形成の促進

◆産学官連携による共同研究や研究シーズの活用を促進し、バイオ分野の研究開発の活性化やバイオ技術を核とした事業化等を推進する。
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先導的なバイオ研究成果の活用を促進するバイオクラスターの形成の取組（山形県）

出典：内閣府HP

産学官連携の推進によるクラスター形成・ベンチャー企業の創出

【合成クモ糸繊維】

出典：（公財）庄内地域産業振興センター

輸送機器分野

建築
分野

輸送機器
分野

【ベンチャー企業が開発した合成クモ糸繊維（山形県鶴岡市）】

人工クモ糸繊維

鶴岡メタボロームクラスター

慶応義塾
大学

ベンチャー企業
４社が誕生！鶴岡市

山形県

衣料分野

（靱性）



東北産農林産物等の収益力向上に向けた取組

◆消費者ニーズに対応した安全・安心で高品質な農産物等の生産や、付
加価値の高い商品の創出、食料自給率の向上、需要の発掘、販路拡大
に向けた取組の促進を通じた収益力の向上を目指す。

東北圏の基幹産業であり、かつ、地場産業でもある農林水産業を活性化するため、安全・安心で高品質な東北産農林水産物等
の提供や６次産業化による付加価値の高い商品の創出により収益力を向上させる。また、新たな農林水産業技術の開発や多様
な担い手の育成・確保と生産基盤・流通基盤の整備により、力強い持続可能な農林水産業を構築する。

（８）東北圏の資源を活かした農林水産業の収益力向上プロジェクト

地域ブランド商品の開発による６次産業化の促進と情報発信の取組

技術開発、多様な担い手の
育成・確保と農地の有効活用

水産業の収益力向上に向けた取組

冊子「青森おさかな自慢」による情報発信

◆農林業技術開発、多様な担い手の育成・確保や、荒廃農地や遊休農地の有効活用
の取組を進める。

◆担い手への農地集積・集約化、生産コストの削減、収益性の高い農業経営の実現に
資する農業生産基盤整備の促進や海外を含めた販路拡大に向けて、ＩＣＴを活用し
た生産・流通システムの高度化を図る取組を促進する。

出典：農林水産省ＨＰ

農地中間管理機構の
整備・活用による
担い手への

農地集積の取組

林業の成長産業化に向けた取組

◆地域の豊かな森林資
源を活用した緑の循環
システム「森林ノミクス」
等の促進により、地域
活性化や、ＣＬＴやＬＶＬ
の普及による東北圏産
材の利用促進等の取
組を進める。

CLT材を屋
根・床に用
いた日本初
のCLT建築
（福島県会
津若松市）

出典：福島県CLT推進協議会

◆水産物の消費拡大に
向けた消費者への情
報発信、消費者ニー
ズに合った商品開発、
産地価格向上や高付
加価値化の取組等を
促進する。

生産基盤の保全管理、高速交通
体系や空港を利用した販路拡大

出
し
手

農地中間管理機構
（農地集積バンク）

借受け 貸付け

受
け
手
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カスケード利用
建築材として使った後も、木材製品や燃料等に利用可能

出典：東北森林管理局

台湾にてりんごの試食でPR

海外専用の化粧箱

【農林産物の輸出促進に向けた取組】

出典：青森県「黄金牡蠣」を使った開発料理

新たなブランド化と
付加価値の向上

【地域資源とのコラボによる
商品開発】

米粉餃子加工品

米粉で作った餃子の皮



「四季の魅力溢れる東北」を体験
できる滞在交流型観光圏の形成

◆グリーンツーリズムやエコツーリズム、豊富な温
泉資源を活用した湯治等、多種多様な体験型観
光メニュー等を組み合わせた観光圏の形成や、
広域観光周遊ルート形成促進事業（日本の奥の
院・東北探訪ルート）等の取組を推進する。

訪日外国人の目線に沿った、「日本の奥の院・東北探
訪ルート」の形成（広域観光周遊ルート形成計画）

被災地の復興や東北圏の活性化を図るため、国内外の観光交流の増大を早期に実現することが必要である。そのため、東北圏
の「日本のふるさと・原風景」を象徴する観光資源を地域一体となって発掘・磨き上げ、ゆっくり、のんびりと東北圏の魅力を体験
し、より長く滞在が可能な観光圏を創出する。さらに、観光客が旅行しやすい環境づくりを進め、都道府県の枠を超え広域にＰＲ、
プロモーション活動を展開し多様なニーズに即した誘客を推進する。また、外国人旅行者の誘致を官民一体となって推進する。

体験型観光メニューづくり

（９）「四季の魅力溢れる東北」を体験できる滞在交流型観光圏の創出プロジェクト（１／２）
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歴史・伝統文化の保存・継承

◆豊かな自然、歴史、風土の中で形成された東北固有の文化等を映像記録等により保存・継承する取り組みを各
地で推進するとともに、「平泉」、釜石｢橋野鉄鉱山」に続き、北海道・北東北の縄文遺跡群、佐渡金銀山遺跡等
の世界遺産登録や「山・鉾・屋台行事」のユネスコ無形文化遺産登録に向けた取組と歴史的な景観・祭礼行事
等の保存・継承に取り組む。

平泉の世界文化遺産
平成27年７月に世界遺産登録された

釜石「橋野鉄鉱山」

三番高炉

出典：釜石市HP

「四季の魅力溢れる東北」を象徴する地域資源の発掘・磨き上げ

◆「田園風景」「雪」等の地域資源の発掘や、「見る」「感じる」「味わう」体験型観光メニューの開発等の取組を進める。

白神山地エコツアー
（秋田県八峰町）

地吹雪体験ツアー
（青森県五所川原市）

わら細工、昔遊び、草餅づくり、炭
焼き体験など昔の生活を体験でき
る施設。

遠野ふるさと村（岩手県遠野市）

赤べこ絵付け（福島県会津若松市）

樹氷ライトアップ（山形県山形市）

こけし絵付け（宮城県鳴子町）

毛越寺 毛越寺曲水の宴

： 広域観光拠点地区

： 主要ゲート ウェ イ機能

： 広域観光周遊ルート 例



官民一体となった効果的なプロモーション活動

◆西日本や東アジアをターゲットとした旅行業者、旅行雑誌等現地メ
ディアへのプロモーション活動や、成熟した旅行者層や富裕層を対象
とした多方面からのインバウンド観光を推進する。

2020年東京オリンピック
・パラリンピック競技大会

に向けた活動

◆ラグビーワールドカップ2019の開
催を始め、ナショナルチーム等オリ
ンピック事前合宿やキャンプの誘
致に向けた環境整備や、県産品や
東北圏ならではの文化のＰＲと文
化プログラムに向けた取組等を推
進する。

ラグビーワールドカップ2019の
開催地の１つである

釜石鵜住居復興スタジアム（仮称）

出典：釜石市

圏域内の移動手段の充実

東北圏への直接のアクセス機能の強化

◆格子状骨格道路ネットワークの形成や地方航空路線の維持・拡大、
フェリー・クルーズ船に対応した港湾機能の充実、高速鉄道ネット
ワークの乗り換え利便性向上等の取組を推進する。

青森港

◆地方空港・主要駅と観光地とを結ぶ在来線や高速バス等の二次交
通との乗り継ぎ利便の向上、レンタカー利用等の利便性向上のた
めの取組を推進する。

クルーズ需要の増加に対応した環境整備の推進

出典：青森県

（９）「四季の魅力溢れる東北」を体験できる滞在交流型観光圏の創出プロジェクト（２／２）
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東北全体の活性化を促す観光ビジネスの構築

◆東北圏全体の観光産業の振興のため、東北圏全体の観光資源の
開発と商品化を含めた観光ビジネスの構築を図るとともに、東北圏
の様々な取組を連動させ、統一的な情報発信や政府の関連事業
の実施、民間イベント等の開催の働きかけ、東北圏への若者や高
齢者、障害者による旅行を推進する。
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外航 内航

(隻) 【東北のクルーズ船寄港実績】

増加する寄港数

外国人観光客等に
対応した環境整備 外客向け無料Wi-Fi環境

の整備促進
◆外国人観光客に対応した観光案内所、観
光案内板、休憩所等の整備や、Ｗｉ-Ｆｉス
ポットの整備、クルーズ船寄港に対応した
受入環境の整備や、玄関口となる「みなと
オアシス」の機能充実を推進する。

【ID/PASSカード】

観光施設やホテルなど「光ステーショ
ン」提供エリアでWi-Fiインターネットを
無料接続

出典：運輸局

外国人宿泊者数（新潟除く）

50.5万人
21万人

51万人

150万人

H32H27H23
（震災後）

H22
（震災前）

震災前の
３倍

目標：H32に東日本大震災
前の３倍の150万人泊に押
し上げることを目指す。



◆日本海側と太平洋側の２面をフル活用し、それぞれの強みや個性を活かした物流
の効率化と連携強化を図り、グローバル・ゲートウェイとしての機能強化を推進す
る。その中でコンテナ等のユニット貨物については、既存の物流サービスの維持

（１０）東北圏の発展を牽引する日本海・太平洋２面活用によるグローバル・ゲートウェイ機能強化プロジェクト（１／２）

地域の強みを活かした物流体系の構築

２面の強みを活かした物流効率化・連携イメージ

小名浜港の海
上輸送コスト削
減効果試算例
（連携港(酒田港
等)で荷揚げする
効果を含む) ｹｰﾌﾟｻｲｽﾞ船（12万㌧級）

等満載で輸送

ﾊﾟﾅﾏｯｸｽ船（7.8万㌧級）
減載で輸送

【海上輸送コスト】
2,618円/㌧

1,619 円/㌧

約4割
削減

小名浜港・国際バルク戦略港湾（石炭）の指定（H23.5）による
物流効率化

■ 港湾の役割
水深18mの岸壁整備により、大型石炭船が入港可能となり、安
定的かつ安価な石炭供給を実現

出典：国土交通省港湾局試算

出典：東北港湾ビジョン
（一部加工）

出典：福島県出典：東北地方整備局

岸壁（-18m）（耐震）

【石炭荷役状況】
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東北圏の経済を発展させていくためには、国内外との交流・連携を促進し、東北圏全体として国際競争力の強化を図る必要があ
る。そのため、日本海と太平洋の双方に面している東北圏の特性を活かし、日本海・太平洋２面活用型国土の形成による、国際
物流機能、国際交流機能の高度化、効率化を実現するグローバル・ゲートウェイ機能強化に向けた取組を推進する。

拡大を図るとともに、モーダルシフトや輸
送効率化等の取り組みを推進する。ま
た、バルク貨物については、エネルギー
や穀物等の安定的かつ安価な調達が可
能となる港湾機能の高度化を図る。

日本海・太平洋2面活用の強化



地域経済を支える安全で利便性の高い物流基盤の構築

◆主要都市や生産拠点と港湾・空港を結ぶ高速交通網を活用した物流体
系を構築するとともに、安全かつ効率的な港湾の実現のため、港内静穏
度の向上や航行船舶の安全、避泊水域の確保等に向けた港湾整備を推
進する。

（１０）東北圏の発展を牽引する日本海・太平洋２面活用によるグローバル・ゲートウェイ機能強化プロジェクト（２／２）

物流拠点機能の強化

241 
316 332 

569 545 

0

100

200

300

400

500

600

H21 H22 H23 H24 H25

（万トン）

（年）

H24から完成自動車
移出取扱量が増加

【完成自動車移出取扱量】

岸壁暫定供用
（H22.11）

岸壁、航路・泊地供用
（H25.2）

自動車メーカーの操業開始に併せ、大衡ICを整備、仙台塩釜港の自動車の取扱能力を強化
（水深7.5m→水深9mなど）

宮城県大衡村自動車組立工場（平成23年1月稼働）

宮城県大和町エンジン工場（平成24年12月 稼働）

八戸港

酒田港

秋田港

仙台
塩釜港

釜石港

青森港

能代港

相馬港

石巻港

宮古港

久慈港

小名浜港

大船渡港

仙台塩釜港

自動車組立工場

大衡IC

【関連産業の立地等状況】

出典：東北地方整備局

グローバル化に対応した交流機能の強化

◆観光・ビジネス等の人的交流の拡大に向け、LCCの
参入促進など港湾・空港の国際化に向けた機能強
化による利便性の向上を図る。

ＬＣＣの参入促進

仙台空港では、格安航空会
社（LCC）が複数の国内線と
国際線の就航の拡充を計画
している。
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主要な都市や生産拠点と港湾・空港を結ぶ道路整備の推進

道路と港湾の連結強化等によ
る効率的な物流体系の構築を図
るため、主要な都市や生産拠点
と港湾・空港を結ぶ高規格幹線
道路等の格子状骨格道路ネット
ワークの形成を目指し、高規格
幹線道路やバイパス・環状道
路・スマートインターチェンジ等
の必要な整備を推進する。

北陸圏・関西圏 首都圏

北海道

北
米

東
ア
ジ
ア
・
ロ
シ
ア



風水害リスクに対する治水対策

（１１）地球温暖化等にともない高まる自然災害リスクへの適応策プロジェクト（１／２）

避難所の表示
（新潟県見附市）

浸水深の表示
（岩手県一関市）

東北圏では、地球温暖化がもたらす気候変動による降水量の増加や雪解け時期の早期化が想定されるほか、火山活動の活発
化等、将来において自然災害リスクが高まることが予測されている。これらに対応した災害に強い圏域の形成を図るため、風水
害・土砂災害や異常渇水、火山災害等の自然災害による被害を最小限とする取組を推進する。

高まる風水害等のリスクに対する適応策

◆風水害等のリスクに備えた治水対策や、治山施設の設置や機能が低下した森
林の整備の推進等、災害に強い森林づくりを通じた「緑の国土強靱化」を進める
とともに、洪水・内水・高潮ハザードマップやまるごとまちごとハザードマップ等の
取組を推進する。

保安林の整備イメージ

まるごとまちごとハザードマップの取組事例

生活空間である市街地に水
災害にかかる各種情報を洪
水関連標識として表示

【まるごとまちごとハザードマップ】
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出典：東北森林管理局

治山施設の整備イメージ

【供養佛沢砂防堰堤】【津軽ダム（岩木川） 】
平成28年２月に試験湛水開始

■期待される整備効果
崩落地に残存する不安定な土砂や流木が、降雨により再び
流出した場合でも、全量を砂防堰堤で捕捉することが可能。

土砂崩落

砂防堰堤整備イメージ図

H26.6撮影

H26.12撮影

（津軽ダム施工状況）

■期待される整備効果
津軽ダムの完成と、下流部の河川改修に
より、戦後最大洪水である昭和52年8月洪
水と同規模の洪水が発生しても、約24,200
世帯、約20,900haの被害を防止する。

H25.9洪水の状況
（青森県弘前市）

H25.9豪雨による土砂災害の状況
（秋田県仙北市）

総合的な土砂管理

◆土砂移動の継続的な観測・監視・評価を踏まえながら、砂防施設による流出土砂調節、河川・ダム等の堆積土砂対策、侵食海岸における海岸保
全施設の整備・養浜等を推進し、山地から海岸までの流砂系一貫の総合的な土砂管理体制を推進する。



◆多目的ダムの建設、既設ダム群の連携運用による安定的な水資源の確保及
び多目的ダムの河川環境保全のための操作による渇水リスク軽減や、水源地
域における植林・間伐等の森林整備による水源涵養機能の保全を推進する。

森林の土壌が降水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して洪水・渇水を
緩和するとともに、河川の流量を安定させる機能（水源涵養機能）について、森
林整備により維持・向上を図る。

森林土壌層

基岩

（地下水流）地下水帯

透水
浸透

（中間流）
（地表流）

樹雨

林内雨
樹幹流下

降水

森林土壌層

基岩

（地下水流）地下水帯

透水
浸透

（中間流）
（地表流）

樹雨

林内雨
樹幹流下

降水

＜改善前＞

＜改善後＞

渇水対策イメージ

連携運用の手順＜渇水時＞ ②釜房ダムで弾力的
管理等で確保していた
分の放流を行い導水
ルートから補給を行
う。

①大倉ダム
からの補給

さらに大きな渇水が
発生した場合

（１１）地球温暖化等にともない高まる自然災害リスクへの適応策プロジェクト（２／２）

名取川水系における既設ダム群の連携運用

植林・間伐等の森林整備による水源涵養機能の維持増進

対象区間

釜房ダム

出典：釜房ダム管理事務所
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出典：東北森林管理局

【森林と裸地における
降雨の浸透・流出過程】

【浸透能
（地表から水が浸み込む速さ）の比較】

◆火山の荒廃に起因する土砂災害
や火山噴火による土砂災害を防止
する砂防施設の整備を推進すると
ともに、観測体制の強化、降灰量
に関する情報等の発信強化、研究
開発の推進を図る。

渇水リスクの回避に向けた適応策

蔵王山における火山噴火災害対策の推進

平常時

緊急時

火山噴火緊急減災対策
砂防計画のイメージ図

ハード・ソフト対策

【蔵王山火山噴火緊急減災対策砂防計画】

※国主体（東北地方整備局）

※県・市町村主体（宮城・山形）

火山防災マップ

（住民へ周知）

避難計画

噴火シナリオ

火山ハザードマップ

防災訓練

噴火警戒
レベル

【蔵王山火山防災協議会】
［行政のみの連絡会議を10月31日設置］

火山災害に向けた対策



低炭素・循環型社会構築のための
森林・海域づくり

低炭素社会構築のための再生可能エネルギー等の導入

（１２）東北圏のポテンシャルを活かした低炭素・循環型社会づくりプロジェクト（１／２）

自然と共生する社会の実現を図るとともに、世界のモデルとなるような低炭素・循環型社会を構築し、環境保全の先進圏域を目
指す。そのため、再生可能エネルギー等の積極的な導入やバイオマスの利活用及び技術開発、適切な森林の整備・保全を通じ
た低炭素・循環型社会構築のための森林づくり、低炭素型スマートシティ・スマートビジレッジの形成等、低炭素社会づくりを推進
する。さらに、我が国における非鉄金属等のリサイクル拠点の形成に取り組み、循環型社会づくりを推進する。

◆地域特性に応じた再生可能エネルギー
の活用を推進し、エネルギーの地産地消
を目指す。また、再生可能エネルギー等
技術開発や、再生可能エネルギー関連
産業の創出に向けた大学間連携による
共同研究を推進する。

出典：東北森林管理局

再生可能エネルギーの導入

出典：福島県HP
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◆再造林、間伐等の適切な森林整備及び保
全とともに、木材や木質バイオマスの利用を
促進し、森林資源の循環利用を推進する。
また、浅海域での干潟や藻場の造成によ
り、海洋生態系による二酸化炭素吸収・炭
素固定化を推進する。

流域下水道施設への
バイオガス発電施設の導入

出典：新潟県HP

【バイオガス発電設備（新潟浄化センター）】

官学連携により開発した小型のバイオガス発電で
あり、下水事業のみならず食品残渣や畜産等バイ
オガスが発生する事業でも導入可能な汎用性の
高い取組

太陽光発電 庄内町

出典：秋田県HP出典：庄内町HP

能代風力発電所

能代市

健全な森林整備等
を通じた二酸化炭
素吸収源対策



循環型社会づくりの推進

◆リサイクル技術を活かした非鉄金属の回収を推進するほか、静
脈物流ネットワークの構築へ向けたリサイクルポートの取組を推
進するとともに、家電・廃プラ・焼却灰・水産加工廃棄物等の各リ
サイクル拠点の形成を推進する。

エコタウン 主な製錬所での回収メタル

リサイクルポート 今後目指すべき展開

青森県エコタウン
・焼却灰・ホタテ貝殻
・溶融飛灰等

亜鉛、鉛、銅等
金、銀、銅等

秋田県北部エコタウン
・ｼｭﾚｯﾀﾞｰﾀﾞｽﾄ、廃家電、
石炭灰、廃プラ等

能代港

庄内リサイクル産業
情報センター

釜石エコタウン
・水産加工残さ

鉛等

鶯沢エコタウン
・家電リサイクル

銅、亜鉛等（いわき市）

酒田港

姫川港

使用済小型家電の
収集試験（県内） 圏

域
へ
の
展

開

八戸港

釜石港

東北圏における非鉄金属等のリサイクル拠点等

リサイクル関連産業と再生可能エネルギーの集積が進む酒田港

出典：山形県｢平成27年度酒田港パンフレット」

（１２）東北圏のポテンシャルを活かした低炭素・循環型社会づくりプロジェクト（２／２）
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0千トン

100千トン

200千トン

300千トン

400千トン

500千トン

600千トン

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

その他（中古品、糸くず、牛皮（再生資源）、廃木材）

中古品（自動車関係）

古紙

廃プラスチック

廃土砂

金属くず

石炭灰

出典：山形県ＨＰ「酒田港に関するデータ」リサイクルポートの指定(平成15年4月)

【酒田港のリサイクル関連貨物の取扱量推移】

低炭素型スマートシティ・スマートビレッジの形成

◆多様な主体が連携した官庁施設、民間建築物や住宅等の長寿命
化・低炭素化や、都市機能の集約整備、鉄道・バス等公共交通機
関の利用促進等の取組を推進する。

会津若松地域スマートコミュニティ導入促進事業

出典：会津若松市HP

【エネルギーコントロールセンターを中核とし、
地域内再生可能エネルギーの地産地消を目指した取組事例】

▲エネルギーコントロールセンターの事業イメージ



（１３）東北圏の自然環境の保全・継承プロジェクト

東北圏の豊かな自然環境や景観、原風景といえる美しい森林や田園、川や湖等の水環境、海辺や海域の保全・継承の取組を行
うとともに、人口減少下における国土管理を適切に推進する。また、東北圏の自然環境や風景等を保全・継承する人材の育成や
地域づくりを圏域全体で推進する。

東北圏の主な自然資源

自然環境の保全による生物多様性の保全

◆国立公園、鳥獣保護区等における自
然環境の保全や環境教育、エコツー
リズム等を推進するとともに、緑の回
廊における自然再生や保護林の適切
な管理による生物多様性の確保に継
続的に取り組む。

庄内海岸防災林の植林 白神山地ブナ林観察会

流域圏における水環境の保全 海域の環境保全

中学生による河川清掃

地域住民の協働による国土管理の取組事例

地元団体による
河川清掃

【「米代川総合水系環境整備事業におけるｸﾘｰﾝｱｯﾌﾟ活動」（秋田県）】 【石巻市におけるビーチクリーン活動（宮城県）】

出典：民間団体「石巻・海さくら」HP

◆東日本大震災で失われた藻場などの海域環境の再生に向けた取組を推進する。

国土の適正な管理

◆地籍調査の計画的な実施や都市の低・
未利用地や空き家等の有効活用を進め
る。さらに、地域住民等多様な主体の協
働による取組を促進する等、圏民意識の
向上を図る。
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松島湾の海域環境復興に向けた取り組み

環境学習会の開催

青森県

上信越高原国立公園

磐梯朝日国立公園

十和田八幡平
国立公園

恐山山地

早池峰
山周辺

北上高地

栗駒山・
栃ヶ森山周辺

奥羽山脈

吾妻山周辺

会津山地

奥会津

白神八甲田

白神山地

八幡平太平山

岩手県
秋田県

宮城県山形県

福島県

新潟県

鳥海朝日・飯豊吾妻

朝日山地

飯豊山周辺

利根川源流部
・燧ケ岳周辺

越後線

三国線

佐武流山周辺

鳥海朝日・飯豊吾妻

葛根田川・玉川源流部

妙高戸隠連山国立公園

中部山岳
国立公園

尾瀬国立公園

■凡 例
森林生態系
保護地域
緑の回廊
県境
国立公園



◆コミュニティ活性化のため、コミュニティ形成に資する
イベントの実施や交流拠点の確保に向けた支援を行
い、地域住民同士の交流を促進する。また、地域に
おいて、住民、行政、医療・介護・福祉の関係者等が
協力し、高齢者介護、障害者支援、子育て支援等を
行う体制整備を推進する。

（１４）「東北にっぽん」を創造する多様な主体が連携・協働する地域づくり支援プロジェクト

多様な主体が連携・協働し充実した教育機会の確保を図り、被災集落等の復興や中山間地域等の条件の厳しい地域における集
落への支援等、地域活性化に貢献できる人材を育成する。さらに、地域の産業等を支える人材の確保を図る。また、多様な主体
による地域づくり支援組織である「地域づくりコンソーシアム」を創出し、東北圏においてネットワーク化を図り、住民主体の地域
づくりを支援する取組を推進する。

多様な主体による教育機会の確保
及び産業等の担い手支援

◆多様な主体が連携・協働し、地域の課題を踏まえ
て、持続可能な地域づくりや被災地域の復興に貢献
できる人材育成を推進する。また、建設業や運輸関
連産業等の地域産業の人材確保に向けては、若年
層、女性、高齢者の活用方策の検討を推進する。

出典：鶴岡市

地域コミュニティ支援による雇用創出

市民活動団体の支援

地域コミュニティの支援によるにぎわい創出

出典：株式会社WATALIS

出典：NPO法人くちない

女性を担い手とした
「地域づくり」への助言指導
（専門技術・商品開発・販売等）

商店街による
「地域活性化」への助言指導
（人材育成、販売、マッチング等）

住民等による「地域貢献活動」への助言指導
（人材育成、運営ノウハウ、販売等）

地域づくりコンソーシアムの構築

◆多様な主体による地域づくり支援組織「地域づく
りコンソーシアム」の構築に向けた課題整理と体
制整備及び運営のあり方に関する検討を推進す
る。

地域づくりコンソーシアムを用いた
支援システムの構築

◆地域づくりコンソーシアムによるコミュニティ支援
のための政策・戦略研究、人材育成支援及び事
例検証に基づく地域づくり支援システムの構築に
向けた検討等を推進する。

コミュニティ機能の強化
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（１５）首都圏・北海道・北陸圏等との連携強化プロジェクト（１／２）

北陸新幹線や北海道新幹線開業、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催、東アジアやロシア等の経済成長等
の時勢も的確に捉え、他圏域等との交流・連携による競争力強化、地域活性化、防災力強化を図る。

首都圏との連携強化

１．ＦＩＴ広域対流圏の強化プロジェクト

◆東京圏への近接性や豊かな地域資源、自然環境を活かし、魅力ある地域づく
り、広域観光交流、移住・二地域居住に取り込むとともに、災害の教訓を踏まえ
た安全・安心で災害に強い地域づくりを推進し、広域対流圏として更なる発展を
目指す。

◆主要観光地の連携交流を強化し、スローライフ、田舎暮らし等をコンセプトに「日本
のふるさと」として地域イメージを定着させ、インバウンドを含む観光振興による交
流人口の増加を図るとともに、都市と農山村の交流促進による持続可能な地域コ
ミュニティの形成により、本地域特有の地域資源を将来世代へと引き継ぐ

２．日光・会津歴史街道創出プロジェクト

◆災害時における首都圏の都市機能やエネルギーインフラのほか、太平洋側主要港湾・空港のバックアップ機能とし
て、日本海側の新潟港、新潟空港等を利活用するなど広域的にバックアップする仕組みを構築する。

３．大規模災害時におけるバックアップ機能プロジェクトなど

◆事前合宿やキャンプ等の誘致活動を行うほか、スポーツによる地域間交流に関連する取組を推進するほか、スポー
ツを通じてインバウンド客の取組を推進する。

◆首都圏と一体となった、東北復興状況、震災時の対応及び教訓、震災遺構等の情報発信を推進するほか、東北圏
ならではの特産品や文化の発信といった取組を推進する。

出典：FIT構想推進協議会ポータルサイト
（田舎暮らし体験ツアーの取組事例）
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○魅力ある地域づくり
○広域観光交流の推進
○移住・二地域居住の推進
○安全・安心で災害に強い地域づくり

○国際的な観光コンテンツを活用した広域観光周遊ルートの創出
○地域資源を守るコミュニティの維持
○関連インフラの整備等

○大規模災害時における首都圏のバックアップ機能の確保

○2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会、ラグビーワールドカップ2019等を通じた交流促進

北海道新幹線の
開業による連携強化

様々な連携・交流の
推進による

新たな地域の形成

福島・茨城・栃木の
３県の県際地域に
おける広域対流圏
としての連携強化

訪日外国人の
目線に沿った
海外への積極
的な情報発信

首都圏

北陸圏

北海道

東北圏

東北圏における他圏域との連携状況

北海道新幹線
(H28.3.26開業)

○広域観光周遊ルートの形成

北陸新幹線を活用した
インバウンド戦略



（１５）首都圏・北海道・北陸圏等との連携強化プロジェクト（２／２）

北陸圏との連携強化

◆北陸新幹線を有効活用し、国内外からの観光客の誘客促進
に向けて、北陸圏と連携した魅力ある日本海沿岸広域観光
ルートの充実と、魅力ある観光資源情報の発信の取組を推
進する。

◆北陸圏と連携した、環日本海諸国への物流や旅客における
航路網の充実や国際物流機能の強化、空港機能の強化によ
るユーラシアへのゲートウェイ機能の強化といった取組を推
進する。

◆日本海に面する沿岸地域や日本海沿岸の道路を軸とした地域
の特色を活かした交流等の文化・自然・観光等の地域資源を

◆広域連携による降積雪対策の強化に向けて、東北圏及び北陸
圏の有する高度な除排雪技術等を連携活用し、港湾・空港、
駅等の交通結節点やこれらにアクセスする道路網等における
降積雪対策の取組を、日本海沿岸地域が一体となって推進す
る。

北海道との連携強化

◆ビジットジャパンと連携した広域的なインバウンド観光振興の
取組の推進や、自然景観が連携した広域観光ルートの形成
を推進する。

パネル展の様子

【設立50周年記念シンポジウム・パネル展の開催】

出典：日本海沿岸地帯
振興連盟HP

◆活用した交流
促進の取組
を推進する。

出典：H27.7青森県津軽海峡交流圏ラムダ作戦会議
｢λ（（ラムダ）プロジェクトに関する提案2015津軽海峡交流圏の未来を変える挑戦」

【津軽海峡交流圏の形成を目指した
おもてなしツアーの概要】

◆北海道・北東北の縄文遺跡群の世界遺産登録に
向けた取組を通じ、圏域一帯となって歴史的な景
観等を保存・継承する。

出典：縄文遺跡群世界遺産登録推進事務局HP出典：青森県

【北海道・北東北の縄文遺跡群】

【中高生から縄文CM企画案の募集、CM制作・放送】
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◆東日本大震災における経験を活かし、広域災害に備えた地域間連携の強化に向けて、津軽
海峡を介した日本海・太平洋の２面活用による被災地支援や物資供給の確保といった取組
を推進する。

１．広域防災・観光に向けた隣接圏との連携プロジェクト

○広域観光ルートの形成

○文化・歴史・交流

○防災・地域医療

○広域観光ルートの充実

○広域交通・情報基盤の整備（社会資本整備）

○文化・自然・交流

○防災・地域医療

◆「津軽海峡交流圏」の形成を進め、圏域内の交流の活発化を
図るとともに、圏域外からの交流人口の拡大と訪問者の滞留
時間の質的・量的拡大を目指す「λ（ラムダ）プロジェクト」を
推進する。

○津軽海峡交流圏の形成


